鳥取県企業立地促進資金融資制度要綱
（趣　　旨）
第１条　この要綱は、鳥取県内の工業団地等に工場等の新設、増設又は移転（以下「工場等の新増設等」という。）を行う企業に対して、その必要資金の一部を融資することにより、企業立地の促進を図るため、鳥取県企業自立サポート事業基本要綱（平成１８年４月５日付第２００５００１４００１２号鳥取県商工労働部長通知。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。    
（定　　義)

第２条　この要綱において、「工業団地等」とは、次のいずれかの地域をいう。
（１）地方公共団体又は地方公共団体が５０パーセント以上出資している法人が取得又は造成した工業団地の用地
（２）工場立地法（昭和３４年法律第２４号）の規定による工場適地
（３）農村地域工業等導入促進法（昭和４６年法律第１１２号）に規定する工業等導入地区
（４）都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に規定する工業地域及び工業専用地域
（５）知事（ただし、施設の整備場所が倉吉市又は東伯郡にあっては鳥取県中部総合事務所長、米子市、境港市及び西伯郡又は日野郡にあっては、鳥取県西部総合事務所長（以下「各所長」という。））があらかじめ市町村長と協議の上、選定し、工場等の用に供することが適当と認める土地
２　この要綱において、「企業」とは、日本標準産業分類（平成５年総務庁告示第６０号）に掲げる次の事業を営むものをいう。ただし、知事が別に定める地域において行われる事業についてはこの限りではない。
　　製造業、その他地域経済の活性化に寄与するものとして定める業種、情報処理・提供サービス業、電気業、ガス業、ソフトウェア業、職員教育施設・支援業（技術者の研修を主たる目的とするものに限る。）、機械設計業（機器、設備等が有機的に結合した施設の設計を行う事業も含む。）、デザイン業、自然科学研究所、道路貨物運送業、倉庫業、こん包業、卸売業、インターネット付随サービス業をいう。
３　この要綱において、「研究開発型事業」とは、製品の設計開発を行う事業のうち、次に掲げる技術に関する具体的な研究・開発計画を有し、これを実行するための組織、設備等の研究開発体制が整備されており、かつ、全従業員に占める技術者、デザイナー又は科学技術に関する研究者の割合が２０パーセント以上であるものについて、市町村長との協議に基づき、あらかじめ知事が選定した事業とする。

（１）既存の技術の要素（自らが開発したものであるかどうかを問わない。以下同じ。）に、自らが新たに開発する技術の要素を付加する技術

（２）既存の技術の要素に、これまで当該技術の要素に付加されたことがない他の既存の技術の要素を付加する技術

４　この要綱において、「その他地域経済の活性化に寄与するものとして定める業種」とは、次のとおりとする。
（１）市町村長の協議に基づき知事が選定した事業

（２）製造業を直接支援する当該製造業と一連・一体的な専属事業であって、助成を行うことが適当であるとして知事が選定した事業

５　この要綱において、「工場等」とは、企業の行う事業の用に供される施設をいう。

６　この要綱において、「常時雇用労働者」とは、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第６０条の２第１項第１号に規定する一般被保険者（雇用契約において定められた１週間の所定労働時間が３０時間以上の労働者に限る。）のうち、県内に住所を有するものをいう。
（融資対象の認定）

第３条　知事又は各所長は、別表１の融資対象者欄に掲げる要件を満たす企業の行う工場等の新増設等に伴う設備資金又は次条第２号の要件を満たす企業の運転資金を融資対象として認定するものとする。
２　前項の規定による認定を受けようとする企業（以下「申請者」という。）は、企業立地促進資金融資対象事業認定申請書（様式第１号）に会社概要、定款、直近の決算報告書、納税証明書、事業計画書、見積書又は契約書の写し及び立地前の労働者名簿の写し（増設の場合）を添付し、知事又は各所長へ提出しなければならない。
３　知事又は各所長は、第１項の認定をしたときは、企業立地促進資金融資対象事業認定通知書（様式第２号）により申請者に通知するとともに、その通知の写しを添付して、第５条で定める融資金融機関のうち、申請者が希望する融資金融機関（以下「融資希望金融機関」という。）、鳥取県信用保証協会及び当該工場等の所在地が市部にある場合は、その所在地を管轄する市長（以下「管轄市長」という。）に通知するものとする。

（融資条件）
第４条　この資金の融資条件は、次のとおりとする。
（１）操業開始時期
　　　融資実行日から３年以内に操業を開始するものとする。ただし、経済情勢の悪化等により操業遅延が真にやむを得ないと知事又は各所長が認める場合は、この限りでない。

（２）融資対象施設・融資限度額等
　　ア　運転資金については、別表５に掲げるとおりとする。ただし、第２条第２項に規定する企業で、企業立地事業補助金の認定申請を行った者及び鳥取県雇用維持企業再構築支援補助金の認定を受けた者に限る。
　イ　製造業、電気業、ガス業、道路貨物運送業、倉庫業、こん包業及び卸業の設備資金については、別表１及び別表２に掲げるとおりとする。
　　ウ　その他地域経済活性化に寄与するものとして定める業種、情報処理・提供サービス業、ソフ

トウェア業、職員教育施設・支援業、機械設計業、デザイン業、自然科学研究所及び研究開発

型事業、インターネット付随サービス業、その他地域経済の活性化に寄与するものとして定め

る業種の設備資金については、別表１及び別表４に掲げるとおりとする。

　　エ　鳥取県雇用維持企業再構築支援補助金の認定を受けた者の設備資金については、別表１及び別表３に掲げるとおりとする。

（３）融資期間

　　　運転資金　１０年（据置２年）以内

　　　設備資金　１５年（据置２年）以内
（４）融資利率（変動金利）
　　　信用保証なし　年１．６８パーセント以内
信用保証あり　年１．４３パーセント以内
（５）信用保証

　　　任意保証とする。

（６）保証料率[image: image1.emf]（単位：％）

料率区分

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

保証料率

1.451.381.281.181.081.000.800.600.45

　下表のとおりとする。　　　
（７）担保
金融機関の定めるところによる。（信用保証ありの場合は、保証協会の定めるところによる。）
（８）保証人
　　　金融機関の定めるところによる。（信用保証ありの場合は、保証協会の定めるところによる。）
（９）償還方法
割賦均等償還
（融資金融機関）
第５条　県内に店舗を有する金融機関とする。
（融資の申込み）
第６条　融資を受けようとする者（以下「申込者」という。）は、融資金融機関所定の借入申込書に企業立地促進資金融資対象事業認定通知書の写しを添付し、金融機関へ申し込むものとする。
２　申込者は、融資金融機関との間で繰上償還等に関し様式第３号に定める特約を締結しなければならない。

（融資の実行）
第７条　融資金融機関は、借入申込書を審査した上、適当と認めたときは融資を実行するものとする。
（融資実行の報告）
第８条　融資金融機関は、融資を行ったときは、鳥取県企業自立サポート事業基本要綱第８条により、知事に報告するものとする。
（資金措置）
第９条　この資金を運用するため、県は、毎年度予算の範囲内において、鳥取県企業自立サポート事業補助金交付要綱（平成１８年４月５日付第２００５００１４００１２号鳥取県商工労働部長通知。）に基づき補助金により、また、市はその定める資金措置の方法により、融資金融機関に対してそれぞれ以下のとおり資金措置を行うこととする。
　（１）県
     　ア　補助金額
この資金の融資残高に対し、商工労働部長が別に定める補助率及び期間を乗じた額
イ　補助期間
年度更新とし、１５年を限度とする。
（２）市
ア　預託額
この資金の融資額に対し、商工労働部長が別に定める割合を乗じた額　　
イ　預託利率
商工労働部長が別に定める。
ウ　預託期間
年度更新とし、融資金融機関の融資期間を限度とする。
（繰上償還等）
第１０条　知事又は各所長は、融資を受けた者が、次の各号のいずれかに該当すると認めた場合には、融資金融機関と協議の上、貸付金の全部又は一部の繰上償還及び県が行った補助相当額の融資を受けた者からの返還を融資金融機関に求めることができる。

（１）融資した資金を目的外に使用したとき
（２）融資した資金の返済を怠ったとき

（３）虚偽その他不正の手段により資金の融資を受けたとき

（４）融資対象施設について、用途の転用、廃止等があったと認めたとき

（５）融資対象経費の減少により、融資した資金の額が融資対象経費を超えたとき

（６）その他この要綱に違反したとき　

２　知事又は各所長は、融資を受けた者が前項各号のいずれかに該当すると認めた場合には、融資を受けた者、融資金融機関、鳥取県信用保証協会及び管轄市長に通知するものとする。

３　前項の通知を受けた融資金融機関は、県が補助した額及び市が預託した額を速やかに返還しなければならない。

（完了報告等）

第１１条　融資を受けた者は、融資対象経費の支払いを完了したときは、様式第４号により速やかに知事又は各所長に報告しなければならない。
２　融資を受けた者は、操業を開始した時は、様式第５号により知事又は各所長に報告しなければならない。

３　融資を受けた者は、設備投資完了後１年を経過した日から６０日以内に、様式第６号により雇用状況について知事又は各所長に報告しなければならない。

（調査）

第１２条　知事又は各所長は、前条の報告があったときは、融資を受けた者に対し必要に応じて調査を実施するものとし、融資を受けた者は正当な理由なくこれを拒んではならない。

（その他）
第１３条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は商工労働部長が別に定める。
　　附　　則（抄）
１　この要綱は平成１８年４月１日から施行し、平成１８年度の融資から適用する。

２　鳥取県企業立地促進資金融資制度要綱（平成５年５月２４日制定）は廃止する。

３　鳥取県企業立地促進資金融資制度取扱要領（平成５年５月２４日制定）は廃止する。
４　この要綱の実施以前に行われた「鳥取県企業立地促進資金」の融資に係る、県の金融機関に対する資金措置は預託とし、預託額は融資残高に対し商工労働部長が別に定める割合を乗じた額とする。

　　附　　則
１　この改正は、平成１９年４月１日から施行する。
２　この改正は、平成１９年１０月１日から適用する。ただし、平成１９年９月３０日までに審査を経て保証協会が受け付けたものについては、貸付日が平成１９年１０月１日以降であっても、融資利率を除き、なお従前の例によるものとする。
　　附　　則
　この改正は、平成２０年４月１日から施行し、平成２０年度の融資から適用する。ただし、平成１９年度中に鳥取県企業立地促進資金融資制度要綱第３条第１項の認定を行ったものについては、融資実行が平成２０年４月１日以降であっても、なお従前の例によるものとする。
附　　則

この改正は、平成２１年４月１日から施行する。ただし、施行日前に鳥取県企業立地促進資金融資制度要綱第３条第１項の認定を行ったものについては、融資実行が平成２１年４月１日以降であっても、なお従前の例によるものとする。

附　　則

この改正は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、施行日前に鳥取県企業立地促進資金融資制度要綱第３条第１項の認定を行ったものについては、融資実行が平成２２年４月１日以降であっても、なお従前の例によるものとする。

附　　則

この改正は、平成２３年４月１日から施行する。ただし、施行日前に鳥取県企業立地促進資金融資制度要綱第３条第１項の認定を行ったものについては、融資実行が平成２３年４月１日以降であっても、なお従前の例によるものとする。

附　　則

この改正は、平成２３年１０月１３日から施行する。

附　　則

この改正は、平成２５年４月１日から施行する。

（別表１）
	区分
	融資対象者
	融資対象施設
	融資限度額

	工場等の

新・増設
	工業団地等に工場等の新設又は増設を行う企業で、当該工場等を操業することに伴い、操業開始の日から１年以内に常時雇用労働者が１０人以上（情報処理・提供サービス業については常時雇用労働者及び短時間労働者が２０人以上、研究開発型事業、自然科学研究所、ソフトウェア業、機械設計業若しくはデザイン業、職員教育施設・支援業、インターネット付随サービス業については科学研究者、技術者若しくはデザイナーが５人以上、県内中小企業の場合は、３人以上）増加することが見込まれるもの。
県税を滞納していないもの。
	地方税法（昭和２５年法律第
２２６号）第３４１条に規定する土地、建物及び償却資産（他の県制度資金（地域総合整備資金は除く。）を受けるものは除く。）

	融資対象施設の取得に要した経費（企業が鳥取県境港竹内工業団地企業立地促進補助金交付要綱により交付を受けた額及び本資金の認定申請書提出前に支払が完了した額を控除する。）で別表２に掲げる額。

	工場等の

移転
	　工業団地等に移転を行う企業で、融資対象施設の取得に要する経費が１億円以上のもの。ただし、境港竹内工業団地は、この限りでない。

県税を滞納していないもの。


	
	

	鳥取県
雇用維持

企業再構

築支補助

金の認定
	鳥取県雇用維持企業再構築
支援補助金の認定を受けた者

	鳥取県雇用維持企業再構築支援補助金の認定を受けた設備投資で、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４１条に規定する土地、建物及び償却資産（他の県制度資金（地域総合整備資金は除く。）を受けるものは除く。）
	融資対象施設の取得に要し
た経費（企業が鳥取県境港竹内工業団地企業立地促進補助金交付要綱により交付を受け本資金の認定申請書提出前に支払が完了した額を控除す
る。）で別表３に掲げる額。


（注）ソフトウェア業、機械設計業、デザイン業、自然科学研究所、研究開発型事業の融資対象経費及び融資限度額は、別表４を適用する。

（別表２）
	 　　　投　　 資 　　額
	 　　雇用増数
	融　資　限　度　額
	

	 　　２０億円未満
 （移転の場合は１億円以上）
	 　１０人以上
（県内中小企業の場合は３人以上。移転の場合は要件なし。）
	投資額又は１０億円のいずれか低い額
	

	 　　２０億円超
	 　３０人以上
	１５億円
	

	 　　７０億円超
	 　５０人以上
	３０億円
	

	   １４０億円超

	 １００人以上
	 　　　　　　　５０億円
	


　備　考
　１　各融資限度額は、融資対象施設の取得額及び雇用増数の要件を満たす場合に適用する
　　ものであること。
　２　雇用増数は、下請等関連企業の雇用増数を含むものであること。
（別表３）

	融資限度額

	対象経費又は３億円のいずれか低い額


（別表４）
	 　　　　　　要　　　　　　　　　　　　件
	 　　融　資　限　度　額

	 　融資対象経費
	  雇 用 増
	 融資対象施設の取得額
	

	施設又は設備・備品の取得に要する経費
	 　５人以上
 
	―
	 対象経費又は２億円のいずれか低い額

	
	 １０人以上
 
	 ２．５億円以上
 ５億円未満
	 　　　　　　　　　　３億円

	
	 １５人以上
	 ５億円以上
	 　　　　　　　　　　４億円

	施設又は設備・備品の賃借料
（融資対象期間は、事業開始から1年間）
	５人以上
	―
	対象経費又は３千万円のいずれか低い額


（別表５）
	融資対象経費
	融資限度額

	人件費

その他操業に必要な経費
	１億円
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1.451.381.281.181.081.000.800.600.45
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一般

																		（単位：％） タンイ

		料率区分 リョウリツクブン		①		②		③		④		⑤		⑥		⑦		⑧		⑨

		保証料率 ホショウリョウリツ		1.45		1.38		1.28		1.18		1.08		1.00		0.80		0.60		0.45





戦略

																		（単位：％） タンイ

		料率区分 リョウリツクブン		①		②		③		④		⑤		⑥		⑦		⑧		⑨

		保証料率 ホショウリョウリツ		1.23		1.18		1.13		1.08		1.02		0.95		0.90		0.70		0.50






